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単位

人権教育・人権啓発の推進

・府人権協会が開催する研修会や学習会への参加
・問題解決のための情報交換（大阪府内の各市町村・大阪人権行政推進協議会など）
・啓発冊子（人権メッセージ集）等の企画・作成・配布

19年度

直営

外郭団体委託

財
源
内
訳

職
員
数

（千円）

超過勤務(参考)

(手数料・使用料等)

（千円）一般財源

総事業費（【1】＋【2】）【A】

（千円）

20 年度 事務事業評価シート平成

65
3,7334,201

0.00
0.000.00
0.00

指標設定の考え方

3,360
3,867

0.40
0.00
0.00
0.00

5,040
0.60

60

事業費【1】

正規職員　　　　　　　

全部委託

0.00

（実績）

0.00（時間）

再任用職員

嘱託職員

臨時職員

委託内容

その他(　　　　　　　）一部委託

名称

2,100

18年度 19年度

7,195 8,907

　
1515

20年度(目標)

2,120

7,840

根拠法令等

事
業
の
内
容

日本国憲法・人権教育及び人権啓発の推進に関する法律・羽曳野市人権条例

成
果
指
標

（

事
業
目
的
の
達
成
度
を
測
る
指
標
）

①

②

指標名

人権啓発冊子ポスター配布率
（％）

研修会への参加者数（人）

平成20年度

達成率(％)

75.0%

105.6%

36

100

平成19年度

38

36

100

75

達成率(％)

人権施策企画調整事務

1053

市民人権部人権推進課

予
算
科
目

一　般　会　計　　　　　　　　　　　

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

社会福祉費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人権施策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業

会計

未だに残る人権課題の解消に向けて、関係機関と連携・協力しながら人権啓発や教育に係る事業を継続する。

関連する計画等

事
業
の
目
的

関係する団体・行政機関・市民

連絡先 072‐958‐1111　 内線

対象（誰を・何を）

意図（どういう状態にしたいのか）

事務事業名

施策の方向

施策(節)

総
合
基
本
計
画

平和意識・人権尊重

4 魅力ある地域社会を拓く活力あるまち
まちづくり
の目標(章)

人権啓発・教育の推進に係る事業

28

平成18年度

100

50

36

実
績

目
標

目
標

実
績

款

作成部署

項

目

作成した啓発冊子やポス
ターをどれだけ活用でき
たか

関係する機関との研修会
等にどれだけ参加したか

配布数÷作成数×100

74

　

8,907

3,331

7,195

16
2,160

　

市民１人当たりコスト(【A】／人口)

啓発冊子・ポスター等の作成

研修会・学習会の参加

活動単位当たりコスト(【A】／【B】①)

　

冊

回

事業開始時から
の状況変化

市民の人権意識は次第に高揚しつつあるが、未だ多くの問題は残っている。

市民や議会の要
望

人件費【2】 （千円）

区　　　　　　分

実施手法

民間委託
委託先

（千円）

終了年度事業開始時期

18年度 20年度
（見込み）（実績）

補助金・助成金

（千円）その他

（千円）

（千円）府費

国費　　　　　　　

市債 成果指標①
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活動単位当たりコスト
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18 19 20(見込み）


